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様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。 
 

学校名 東京通信大学 
設置者名 学校法人日本教育財団 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

情報マネジメン

ト学部 

情報マネジメン

ト学科 

夜 ・

通信 

10 

- 4 14 13 - 

人間福祉学部 人間福祉学科 
夜 ・

通信 
- 4 14 13 - 

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 

HP にて公表（https://www.internet.ac.jp/public/） 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学部等 

学部等名 

（困難である理由） 
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様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 

※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。

学校名 東京通信大学 
設置者名 学校法人日本教育財団 

１．理事（役員）名簿の公表方法 

HP にて公表（https://www.internet.ac.jp/public/） 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 

服飾学校教員 

(1962.4.1～1965.3.31） 

現職なし（1965.4.1～現

在） 

2013年10月16

日～2027 年 3

月 31 日 
建学理念の承継 

非常勤 

株式会社非常勤監査役

（2016.6.17～2024.6.19） 

現職なし（2024.6.20～現

在） 

2018 年 1 月 1

日～2027 年 3

月 31 日 
経営力の強化 

（備考） 
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様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 
学校名 東京通信大学 
設置者名 学校法人日本教育財団 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

本学で開講している科目全てにおいてシラバスを毎年度作成・改定しており、次年度

開講予定の科目のシラバスについては、在校生や入学検討者が次年度の履修計画を立

てられるよう、夏に HP にて公開を行うとともに、その後の修正を反映したシラバス

を冬に公開している。 

授業計画書の公表方法 HP にて公表（https://www.internet.ac.jp/public/） 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

各授業科目の成績評価の方法及び評価の割合は各科目のシラバスの「成績評価の
方法」欄に記載している。小テストやレポートなどの課題の点数、ディスカッショ
ン、単位認定試験や課題の点数などを総合的に判断し、評点を100点満点として、
成績を次のとおり評価する。評価Ｃ以上の場合、単位を認定する。なお、本学以外
での科目の受講、資格の取得を単位として認める場合は、評点なしのＮとする。 
 

＜評価＞ 
Ｓ（合格）評点 90～100点 
Ａ（合格）評点 80～ 89点 
Ｂ（合格）評点 70～ 79点 
Ｃ（合格）評点 60～ 69点 
Ｆ（不合格）評点 0～ 59点 
Ｎ（単位認定）評点 対象外 
 
 
また、本学では、教育の質を担保し、学修時間の確保と単位の実質化を考慮して、1年

間の履修登録上限（キャップ（CAP）制）を設けており、1年間（1学期から 4学期）

で履修登録できる単位の上限は 46単位としている。 
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３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

履修した科目の成績は次のとおりポイント化し、平均値をＧＰＡ（Grade Point 
Average）として用いる。これによって、学内の成績位置の把握を行う。 
 

＜Grade Point＞ 
Ｓ（合格） 4.0 
Ａ（合格） 3.0 
Ｂ（合格） 2.0 
Ｃ（合格） 1.0 
Ｆ（不合格） 0.0 
Ｎ（単位認定） 対象外 
 
＜ＧＰＡ（Grade Point Average）の算出方式※1＞ 
ＧＰＡ＝｛（Ｓの単位数×4.0）+（Ａの単位数×3.0）+（Ｂの単位数×2.0）＋ 
（Ｃの単位数×1.0）＋（Ｆの単位数×0.0）｝÷（単位数※2） 
※1 単位認定を受けた科目は本計算式の対象外とする 
※2 単位数には不合格科目が含まれるが、再度履修し合格すればその成績でＧＰＡが

計算される 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 
HP にて公表 

（https://www.internet.ac.jp/public/） 
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４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

本学では卒業の認定に関する方針を学部共通事項及び各学部独自事項それぞれを定

めている。これに則り、情報マネジメント学部の卒業要件は学則にて以下のとおり規

定している。 

 

・本学に正科生として 4年以上在学していること(早期卒業制度有)。 

・卒業に必要な単位として 124 単位以上を修得していること。（※内訳は下図のとお

り） 

 

また、人間福祉学部の卒業要件は、学則にて以下のとおり規定している。 

・本学に正科生として 4年以上在学していること(早期卒業制度有)。 

・卒業に必要な単位として 124 単位以上を修得していること。（※内訳は下図のとお

り） 

 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 

HP にて公表 

方針について：https://www.internet.ac.jp/public/ 

学則：https://www.internet.ac.jp/public/ 

 
 

科目区分 必修・選択

情報リテラシー 必修 １単位 アカデミックリテラシー

教養教育科目 外国語科目 選択必修 ２単位 科目区分「外国語科目」から選択

選択 28単位以上 科目区分「教養教育科目」から選択

必修 1単位 人間福祉学入門

選択 61単位以上 科目区分「専門教育科目」から選択

31単位 科目区分を問わず選択できる

124単位以上

履修要領

専門教育科目

共通 ※科目区分を問わない単位

合計

科目区分 必修・選択

情報リテラシー 必修 １単位 アカデミックリテラシー

教養教育科目 外国語科目 選択必修 ２単位 科目区分「外国語科目」から選択

選択 28単位以上 科目区分「教養教育科目」から選択

必修 21単位

情報社会論Ⅰ、情報社会論Ⅱ、メディア論、デザイン思考概論、情報マネジメ

ント概論A、社会情報処理Ⅰ、社会情報処理Ⅱ、データサイエンス概論、初級

プログラミングⅠ、データ構造とアルゴリズムⅠ、ソフトウェア総論Ⅰ、システム

総論Ⅰ、プロジェクトマネジメントの手法、インターネット技術Ⅰ、情報セキュリ

ティⅠ、情報倫理A、社会とサイバーセキュリティ、経営学入門Ⅰ、経営学入門Ⅱ、

簿記入門Ⅰ、簿記入門Ⅱ

選択必修
科目区分「情報社会とデータサイエンス」「情報システム」「マネジメント」

から各5単位、および科目区分「指定演習科目」から2単位以上を選択

選択 科目区分「専門教育科目」から上記の「選択必修」と合せて41単位以上を選択

31単位 科目区分を問わず選択できる

124単位以上

履修要領

専門教育科目

41単位以上

共通 ※科目区分を問わない単位

合計
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様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 東京通信大学 
設置者名 学校法人日本教育財団 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 HP にて公表 

https://www.internet.ac.jp/public/ 

収支計算書又は損益計算書 HP にて公表 

https://www.internet.ac.jp/public/ 

財産目録 HP にて公表 

https://www.internet.ac.jp/public/ 

事業報告書 HP にて公表 

https://www.internet.ac.jp/public/ 

監事による監査報告（書） HP にて公表 

https://www.internet.ac.jp/public/ 
 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

中長期計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 
公表方法：2018年度開学の大学であり認証評価をまだ受けていないため、認証評価の

公表と同時に HP にて公表予定である。 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 

公表方法： 
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（３）学校教育法施行規則第 172条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業又は修了の認定に関する方針、教育課程の編成及び実

施に関する方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名 情報マネジメント学部・人間福祉学部 

教育研究上の目的（公表方法：HP にて公表（https://www.internet.ac.jp/public/）） 

（概要） 

教育基本法及び学校教育法に則り、幅広い職業人養成教育、総合的教養教育、地域の生涯学習

機会の拠点としての機能を果たすとともに、時代が求める教養を兼ね備え、社会的課題を発見

し解決に向けて積極的に取り組み、地域に貢献できる人材を、社会に送り出すことを目的とし

ている。この目的を達成するために、以下の人物の育成を教育目標としている。 

 

情報マネジメント学部の教育目標は、21 世紀型の市民的教養としての情報技術と、マネジメ

ントの諸知識と技法を活用し、21 世紀の知識基盤社会における複雑かつ多様な諸課題を発見・

理解・解決する能力を有する人材の育成である。 

 

人間福祉学部の教育目標は、複合・複雑化した保健、医療、福祉の課題を把握し、医療的ケア

と福祉サービスの双方を必要とする要支援者とその家族への相談支援の力と、多機関・多職種

連携の担い手としての素養を身につけさせ、住民同士の支え合い活動を推進する力量を備え、

包括的な相談援助を行うことができる福祉人材の育成である。 

卒業又は修了の認定に関する方針 

（公表方法：HP にて公表（https://www.internet.ac.jp/public/）） 

（概要） 

情報マネジメント学部の卒業要件は、学則にて以下のとおり規定している。 

・本学に正科生として 4 年以上在学していること(早期卒業制度有)。 

・卒業に必要な単位として 124 単位以上を修得していること。 

（※内訳は下図のとおり） 

 

科目区分 必修・選択

情報リテラシー 必修 １単位 アカデミックリテラシー

教養教育科目 外国語科目 選択必修 ２単位 科目区分「外国語科目」から選択

選択 28単位以上 科目区分「教養教育科目」から選択

必修 21単位

情報社会論Ⅰ、情報社会論Ⅱ、メディア論、デザイン思考概論、情報マネジメ

ント概論A、社会情報処理Ⅰ、社会情報処理Ⅱ、データサイエンス概論、初級

プログラミングⅠ、データ構造とアルゴリズムⅠ、ソフトウェア総論Ⅰ、システム

総論Ⅰ、プロジェクトマネジメントの手法、インターネット技術Ⅰ、情報セキュリ

ティⅠ、情報倫理A、社会とサイバーセキュリティ、経営学入門Ⅰ、経営学入門Ⅱ、

簿記入門Ⅰ、簿記入門Ⅱ

選択必修
科目区分「情報社会とデータサイエンス」「情報システム」「マネジメント」

から各5単位、および科目区分「指定演習科目」から2単位以上を選択

選択 科目区分「専門教育科目」から上記の「選択必修」と合せて41単位以上を選択

31単位 科目区分を問わず選択できる

124単位以上

履修要領

専門教育科目

41単位以上

共通 ※科目区分を問わない単位

合計
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人間福祉学部の卒業要件は、学則にて以下のとおり規定している。 

・本学に正科生として 4 年以上在学していること(早期卒業制度有)。 

・卒業に必要な単位として 124 単位以上を修得していること。（※内訳は下図のとおり） 

 

 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：HP にて公表（https://www.internet.ac.jp/public/）） 

科目区分 必修・選択

情報リテラシー 必修 １単位 アカデミックリテラシー

教養教育科目 外国語科目 選択必修 ２単位 科目区分「外国語科目」から選択

選択 28単位以上 科目区分「教養教育科目」から選択

必修 1単位 人間福祉学入門

選択 61単位以上 科目区分「専門教育科目」から選択

31単位 科目区分を問わず選択できる

124単位以上

履修要領

専門教育科目

共通 ※科目区分を問わない単位

合計
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（概要） 

情報マネジメント学部の教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）

は以下のとおりとする。 

 

1. 大学入学初年次に専門教育の基礎を学ぶことを通じて、段階的に学修を積み重ねられる

ようにする。情報技術は日々変化するため、基礎となる知識や概念の理解を通じて新し

い技術の習得や応用技術を身につけ易くする。（専門基礎） 

2. 教養教育科目の履修を通じて、論理的で分析的な思考力・研究力を養うべく、今後の学

修に必要な基礎学力を向上させるほか、調査研究の方法を指導して、学修者の知的基盤

を形成する。（教養） 

3. 情報学及び隣接領域科目の講義及び演習科目の履修を通じて、情報学の知識と技能を身

につけると同時に、社会における情報技術の役割を学修する。（情報技術） 

4. 専門教育科目の履修を通じて、情報技術やビジネスに関する知識を修得する。情報やビ

ジネスに関する最新の技術・実務についても取り上げ、実社会に及ぼす影響についても

理解させることで、現代社会に参画する態度を育成する。（社会の理解と調査） 

5. 情報技術やマネジメントの知識を特定の企業や職業で利活用するだけではなく、社会や

経営、ユーザーや運用管理者など、幅の広い視点を養う。（マネジメント） 

 

人間福祉学部の教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）は以下の

とおりとする。 

 

1. 教養の涵養を目的として、大学入学初年次に、教養教育科目の履修を通じて、論理的に

分析するための基本的な思考能力を育成するとともに、情報技術の基礎知識を含めた多

様な分野・領域を広く学修できるようにする。（教養） 

2. 教養教育及び保健・医療・福祉に関わる科目の履修を通じて、利用者ニーズ・福祉サー

ビス等の情報を的確に判断する能力を養い、今後の学修に必要な基礎学力を向上させ

る。（人間福祉基礎力） 

3. 専門教育科目において、生活支援に関わる専門知識や技術を総合的に学ぶことで、専門

性を深化させ、多職種と連携し協働するための力を習得させる。（専門知識・技術） 

4. 実践的な題材を扱った学びを通じて、地域包括支援体制の構築に資する専門的な課題発

見能力を身につけさせる。（課題発見能力） 

5. 教員と学生、学生同士が、各地域の異なる事情や課題を相互に学修し、共有することで、

地域の多様性を理解し、応用する力を習熟させる。（応用力） 
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入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：HP にて公表（https://www.internet.ac.jp/public/）） 

（概要） 
情報マネジメント学部の入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）は以
下のとおりとする。 
 
1. 東京通信大学の教育理念に共感し、eラーニングを通じた学修に積極的に取り組む意欲

があり情報マネジメント学部 情報マネジメント学科で学びたいと志向する人。 
2. 現代社会と人間の役割に関心を持ち、他の学生と交流しながら主体的に学び、共に成

長する意欲をもつ人。 
3. 自分の経験やキャリアを活かし、職業人として地域・社会に貢献したい人。 
4. 世の中の出来事に関心を持ち、学んだ知識と技術を活用して社会的課題の発見と解決

をしたい人。 
 
人間福祉学部の入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）は以下のとお
りとする。 
 

1. 東京通信大学の教育理念に共感し、eラーニングを通じた学修に積極的に取り組む意欲
があり人間福祉学部 人間福祉学科で学びたいと志向する人。 

2. 多様な価値観や自分とは異なる感性を柔軟に受け入れ、人との関わりに興味がある
人。 

3. 自分の経験やキャリアを活かし、福祉の分野で地域・社会に貢献したい人。 
4. 社会福祉士、精神保健福祉士を目指す人。 

 
 

 

 

②教育研究上の基本組織に関すること 
公表方法：HP にて公表 

（https://www.internet.ac.jp/public/） 
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③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること
a.教員数（本務者）

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 1 人 － 1 人 

情報マネジメント 

学部 
－ 

11 人 6 人 3 人 2 人 0 人 22 人 

人間福祉学部 － 11 人 6 人 4 人 1 人 2 人 24 人 

b.教員数（兼務者）

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

0 人 25 人 25 人 

各教員の有する学位及び業績 
（教員データベース等） 

公表方法：HP にて公表 

（https://www.internet.ac.jp/public/） 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項）

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

情報マネジメ

ント学部 850 人 847 人 99.6％ 2550 人 3427 人 134.4％ 300 人 255 人 

人間福祉学部 400 人 465 人 116.3％ 2000 人 2426 人 121.3％ 200 人 227 人 

合計 1250 人 1312 人 105.0％ 4550 人 5853 人 128.6％ 500 人 482 人 

（備考） 

b.卒業者数・修了者数、進学者数、就職者数

学部等名 
卒業者数・修了者数 進学者数 

就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

情報マネジメ

ント学部

423 人 

（100％） 

16 人 

（  3.8％） 

44 人 

（  10.4％） 

363 人 

（  85.8％） 

人間福祉学部 
409 人 

（100％） 

13 人 

（  3.2％） 

28 人 

（  6.8％） 

368 人 

（  90.0％） 

合計 
832 人 

（100％） 

29 人 

（  3.5％） 

72 人 

（  8.7％） 

731 人 

（  87.9％） 

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

（備考）2023 年度の卒業者数を記載しています。本学の学生の大半が社会人であるため、「その他」

には「現在の仕事を維持」が含まれます。 
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c.修業年限期間内に卒業又は修了する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載

事項） 

学部等名 

 

入学者数 
修業年限期間内 

卒業・修了者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

（備考） 

 

 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

本学で開講している科目全てにおいてシラバスを毎年度作成・改定しており、次年度開講予定

の科目のシラバスについては、在校生や入学検討者が次年度の履修計画を立てられるよう、7

月頃に HP にて公開を行うとともに、その後の修正を反映したシラバスを 3 月頃に公開してい

る。 

 

 

⑥ 学 修 の 成 果 に 係 る 評 価 及 び 卒 業 又 は 修 了 の 認 定 に 当 た っ て の 基 準 に 関 す る こ と  
（概要） 

各授業科目の成績評価の方法及び評価の割合は各科目のシラバスの「成績評価の方法」欄に

記載している。小テストやレポートなどの課題の点数、ディスカッション、単位認定試験や課

題の点数などを総合的に判断し、評点を 100 点満点として、成績を次のとおり評価する。評価

Ｃ以上の場合、単位を認定する。なお、本学以外での科目の受講、資格の取得を単位として認

める場合は、評点なしのＮとする。 

 

＜評価＞ 

Ｓ（合格）評点 90～100 点 

Ａ（合格）評点 80～ 89 点 

Ｂ（合格）評点 70～ 79 点 

Ｃ（合格）評点 60～ 69 点 

Ｆ（不合格）評点 0～ 59点 

Ｎ（単位認定）評点 対象外 

 

また、本学では、教育の質を担保し、学修時間の確保と単位の実質化を考慮して、1 年間の履

修登録上限（キャップ（CAP）制）を設けており、1 年間（1 学期から 4 学期）で履修登録でき

る単位の上限は 46 単位としている。 

 

卒業の要件については学則にて以下のとおり規定している。 

・本学に正科生として 4 年以上在学していること(早期卒業制度有)。 

・卒業に必要な単位として 124 単位以上を修得していること。（※内訳は下図のとおり） 
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（情報マネジメント学部） 

 

 

（人間福祉学部） 

 

 

学部名 学科名 
卒業に必要となる 

単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

情報マネジメント

学部 

情報マネジメント

学科 
124 単位 有・無 46 単位 

人間福祉学部 人間福祉学科 124 単位 有・無 46 単位 

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 公表方法： 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項） 
公表方法： 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目区分 必修・選択

情報リテラシー 必修 １単位 アカデミックリテラシー

教養教育科目 外国語科目 選択必修 ２単位 科目区分「外国語科目」から選択

選択 28単位以上 科目区分「教養教育科目」から選択

必修 21単位

情報社会論Ⅰ、情報社会論Ⅱ、メディア論、デザイン思考概論、情報マネジメ

ント概論A、社会情報処理Ⅰ、社会情報処理Ⅱ、データサイエンス概論、初級

プログラミングⅠ、データ構造とアルゴリズムⅠ、ソフトウェア総論Ⅰ、システム

総論Ⅰ、プロジェクトマネジメントの手法、インターネット技術Ⅰ、情報セキュリ

ティⅠ、情報倫理A、社会とサイバーセキュリティ、経営学入門Ⅰ、経営学入門Ⅱ、

簿記入門Ⅰ、簿記入門Ⅱ

選択必修
科目区分「情報社会とデータサイエンス」「情報システム」「マネジメント」

から各5単位、および科目区分「指定演習科目」から2単位以上を選択

選択 科目区分「専門教育科目」から上記の「選択必修」と合せて41単位以上を選択

31単位 科目区分を問わず選択できる

124単位以上

履修要領

専門教育科目

41単位以上

共通 ※科目区分を問わない単位

合計

科目区分 必修・選択

情報リテラシー 必修 １単位 アカデミックリテラシー

教養教育科目 外国語科目 選択必修 ２単位 科目区分「外国語科目」から選択

選択 28単位以上 科目区分「教養教育科目」から選択

必修 1単位 人間福祉学入門

選択 61単位以上 科目区分「専門教育科目」から選択

31単位 科目区分を問わず選択できる

124単位以上

履修要領

専門教育科目

共通 ※科目区分を問わない単位

合計
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⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

公表方法：HP にて公表（https://www.internet.ac.jp/about/campus/） 

 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 

備考 

（任意記載事項） 

情報マネジメ

ント学部 

情報マネジメ

ント学科 

380,000円 

（1年目及び2年目） 

180,000円 

（3年目及び4年目） 

 

 

30,000 円 31,000 円 

（毎年度） 

その他の内容： 

学籍管理料 

人間福祉学部 人間福祉学科 220,000円 

（1年目及び2年目） 

 

120,000円 

（3年目及び4年目） 

 

30,000 円 31,000 円 

（毎年度） 

その他の内容： 

学籍管理料 

 

 

⑨ 大 学 等 が 行 う 学 生 の 修 学 、 進 路 選 択 及 び 心 身 の 健 康 等 に 係 る 支 援 に 関 す る こ と  
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 

教授、または准教授などの教員がアカデミック・アドバイザーとして各学生に対し、科目

の枠組みを超えて、履修計画や学習方法の相談に応じる「アカデミック・アドバイザー制

度」を導入している。 

その他、オンラインで学習するためのオンライン学修支援システムの導入、新宿駅前キャン

パスに加えて、大阪駅前・名古屋駅前のサテライトキャンパスの設置、学費サポート（教育

ローン、奨学金）など各種制度の利用相談の受付等の支援を行っている。 

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

キャリア・サポートセンターを設置し、求人票や関連情報についての情報提供を行うととも

に、授業科目としてインターンシップや社会福祉士及び精神保健福祉士の実習を行ってい

る。 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

対人関係やこころの健康に悩みを抱えている学生への相談窓口、ハラスメントに関する相談

窓口を設け、メールや電話等にて対応を行っている。 

 

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 

公表方法：HP にて公表（https://www.internet.ac.jp/public/） 

 備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

学校コード（13桁） F113310103652

（備考）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したことによ
り認定の取消しを受けた者の数

年間 0人

第Ⅱ区分 12人 15人内
訳 12人

0人

家計急変による
支援対象者（年間）

0人

92人

第Ⅲ区分

第Ⅳ区分

合計（年間）

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄（合計欄を含む。）について、該当する人数が1人以上10人以
下の場合には、当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載する
こと。

本表において、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分、第Ⅳ区分とは、それぞれ大学等における修
学の支援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第１号、第２号、第３
号、第４号に掲げる区分をいう。

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認定の取
消しを受けた者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたことにより
認定の取消しを受けた者の数

年間

92人

後半期

86人

60人

-

0人

学校名（〇〇大学 等）

設置者名（学校法人〇〇学園 等）

東京通信大学

学校法人日本教育財団

前半期

支援対象者（家計急変
による者を除く）

89人

65人第Ⅰ区分
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※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

修業年限で卒業又は修了で
きないことが確定

修得単位数が標準単位数の
５割以下
（単位制によらない専門学校に
あっては、履修科目の単位時間数
が標準時間数の５割以下）

出席率が５割以下その他学
修意欲が著しく低い状況

- 人 人

- 人 人

「警告」の区分に連続して
該当

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の処分を
受けたことにより認定の取消しを受けた者の数

計

0人

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

右以外の大学等

後半期前半期年間

- 人 人

人 人

- 人 人

退学 0人

３月以上の停学 0人

年間計 0人

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績が著
しく不良であることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、遡って認
定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含む。）、高
等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修業年限が２年以
下のものに限る。）

- 人 人
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※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学生認定
の効力の停止を受けた者の数

停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の効力の
停止を受けた者の数

３月未満の停学 0人

（備考）

修得単位数が標準単位数の
６割以下
（単位制によらない専門学校に
あっては、履修科目の単位時間数
が標準時間数の６割以下）

0人 人 人

ＧＰＡ等が下位４分の１ - 人 人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

年間 前半期 後半期

計 - 人 人

出席率が８割以下その他学
修意欲が低い状況

0人 人 人

（備考）
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